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手続きフロー図

雨水浸透阻害行為に対する対策工事として雨水貯留浸透施設を設置する場合、事前相談、審査の手順を

踏むことになります。

開発エリアが、
特定都市河川流域内

雨水浸透阻害行為面積が
1,000m2以上

雨水浸透阻害行為許可申請 許可申請不要
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必要提出書類
様式番号 名称 事前相談 本申請

申請
別記様式第２ 雨水浸透阻害行為許可申請（協議）書 〇

書類
別記様式第１号 雨水浸透阻害行為に関する工事及び対策工事の計画説明書 〇

様式－１ 現況土地利用区分面積集計表（行為前） 〇 〇

様式－２ 現況土地利用区分面積集計表（行為後） 〇 〇

様式－３ 行為前後の土地利用集計表 〇 〇

様式－４ 雨水浸透阻害行為前後の平均流出係数 〇

様式－５ 雨水浸透阻害行為前後の雨水流出量の最大値 〇

様式－６
政令第9条第1項に規定する技術的基準に適合することを証する書類

（調整池容量計算システムによる許可申請図書）
〇

様式－７ 雨水浸透阻害行為許可事前相談書 〇

様式－８ 貯留浸透施設の管理に関する実施計画書 〇

図面番号 名称 事前相談 本申請

図面 図面－１ 行為区域位置図（縮尺 1/50,000 以上） 〇 〇

図面－２ 行為区域区域図（縮尺 1/2,500 以上） 〇 〇

図面－３
現況平面図（行為前）（縮尺 1/2,500 以上）

※土地利用毎の面積記載
〇 〇

図面－４ 現況土地利用求積図（行為前）（縮尺 1/2,500 以上） 〇

図面－５
土地利用計画図（行為後）（縮尺 1/2,500 以上）

※土地利用毎の面積記載
〇 〇

図面－６ 土地利用計画求積図（行為後）（縮尺 1/2,500 以上） 〇

図面－７ 排水施設計画平面図（縮尺 1/2,500 以上） 〇

図面－８ 対策工事に係る雨水貯留浸透施設の位置図（縮尺 1/2,500以上） 〇

対策工事に係わる雨水貯留浸透施設の計画図

雨水貯留浸透施設の形状（縮尺 1/2,500 以上）

雨水貯留浸透施設の構造の詳細

（縮尺 1/500 以上）（プラスチック製品の品質証明書）

図面－１０ 標識設置位置図（縮尺 1/500 以上） 〇

資料番号 名称 事前相談 本申請

その他 資料－１ 土地の登記事項を示す書類（全部事項証明書の写し） 〇 〇

資料－２ 公図の写し 〇 〇

資料－３ 開発許可等に伴う対策量算定結果 〇

資料－４ 事業概要説明書、事業概要図 〇 〇

資料－５ 現況写真（写真撮影位置図を添付） 〇 〇

資料－６ 工事工程表 〇

資料－7 透水試験結果（浸透施設により対策する場合） 〇

資料－8
委任状（設計委託等の場合）、

同意書（地権者の工事同意、要印鑑証明）
〇

図面－９

〇
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◆ＳＴＥＰ１

〇現況の土地利用の区分と面積を各々判別し、集計します。（様式-１）

現況土地利用区分面積集計表（行為前） 様式－１

エリアNo1

（宅地）400m2

エリアNo2

（未舗装道路）200m2

エリアNo4

（水田）1000m2

エリアNo3

（畑）800m2

エリアNo5

（林地）1200m2

1 0.0400

2 0.0200

3 0.0800

4 0.1000

5 0.1200

小計１ 0.0400 0.0200 0.3000

小計２

合　計

エリア
No

宅地等 舗装された土地
その他土地からの流出雨
水量を増加させるおそれ
のある行為に係る土地

飛行場
（法面
を有す
るもの
に限
る。）

コンク
リート
等の不
浸透性
の材料
により
覆われ
た土地
（法面
を除
く）

コンク
リート
等の不
浸透性
の材料
により
覆われ
た法面

ゴルフ
場（雨
水を排
除する
ための
排水施
設を伴
うも
の）

運動場
その他
これに
類する
施設
（雨水
を排除
するた
めの排
水施設
を伴う
ものに
限る）

ロー
ラーそ
の他こ
れに類
する建
設機械
を用い
て締め
固めら
れた土
地

左記以外の土地

宅地 池沼 水路 ため池

道路
（法面
を有し
ないも
のに限
る。）

道路
（法面
を有す
るもの
に限
る。）

鉄道線
路（法
面を有
しない
ものに
限
る。）

鉄道線
路（法
面を有
するも
のに限
る。）

飛行場
（法面
を有し
ないも
のに限
る。）

0.3600

山地

人工的
に造成
された
植生に
覆われ
た法面

林地，
耕地，
原野そ
の他
ロー
ラーそ
の他こ
れに類
する建
設機械
を用い
ていな
い土地

0.0600 0.3000

（単位：ha）

様式-3
①欄に記入

宅地

未舗装道路

畑・水田・林地

事前相談で確認すること
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◆ＳＴＥＰ２

〇計画の土地利用の区分と面積を各々判別し、集計します。（様式-２）

計画土地利用区分面積集計表（行為後） 様式－２

エリアNo1

（宅地）1600m2

エリアNo2

（道路）700m2

エリアNo4

（公園）900m2

エリアNo3

（駐車場）400m2

1 0.1600

2 0.0700

3 0.0400

4 0.0900

小計１ 0.1600 0.0700 0.0400 0.0900

小計２

合　計

エリア
No

宅地等 舗装された土地
その他土地からの流出雨
水量を増加させるおそれ
のある行為に係る土地

飛行場
（法面
を有す
るもの
に限
る。）

コンク
リート
等の不
浸透性
の材料
により
覆われ
た土地
（法面
を除
く）

コンク
リート
等の不
浸透性
の材料
により
覆われ
た法面

ゴルフ
場（雨
水を排
除する
ための
排水施
設を伴
うも
の）

運動場
その他
これに
類する
施設
（雨水
を排除
するた
めの排
水施設
を伴う
ものに
限る）

ロー
ラーそ
の他こ
れに類
する建
設機械
を用い
て締め
固めら
れた土
地

左記以外の土地

宅地 池沼 水路 ため池

道路
（法面
を有し
ないも
のに限
る。）

道路
（法面
を有す
るもの
に限
る。）

鉄道線
路（法
面を有
しない
ものに
限
る。）

鉄道線
路（法
面を有
するも
のに限
る。）

飛行場
（法面
を有し
ないも
のに限
る。）

0.3600

山地

人工的
に造成
された
植生に
覆われ
た法面

林地，
耕地，
原野そ
の他
ロー
ラーそ
の他こ
れに類
する建
設機械
を用い
ていな
い土地

0.2300 0.0400 0.0900

（単位：ha）

様式-3
②欄に記入

宅地

道路

駐車場

公園

事前相談で確認すること
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結果

上記ケースでは事業エリア 3,600 ㎡に対し、現況で宅地等面積（宅地 400 ㎡、

道路 200 ㎡＝600 ㎡）を除いた 3,000 ㎡が雨水浸透阻害行為面積となり、1,000 ㎡

（0.1ha）を超えることから許可申請が必要となります。

〇雨水浸透阻害行為前後の土地利用集計（様式－３）
様式－１、様式－２より雨水浸透阻害行為面積の算定をします。（自動計算されるので入力不要）
0.1ha以上であれば、雨水浸透阻害行為の許可が必要となります。

◆ＳＴＥＰ3

行為前後の土地利用集計表 様式－3

①欄　様式-１ ②欄　様式-２ ③欄 ④欄 参考

現況土地利用 計画土地利用 面積差 雨水浸透阻害行為の当該面積

面積（ha）① 面積（ha）② （ha）

様式－１ 様式－２ ③欄が（＋）の場合，原則該当

小計１の欄 小計１の欄 該当の場合面積（ha）を記入

0.0400 0.1600 0.1200 0.1200 0.9

 1

 1

 1

0.0200 0.0700 0.0500 0.0500 0.9

 加重平均

 0.9

 加重平均

 0.9

 加重平均

0.0600 0.2300 0.1700 0.1700

0.0400 0.0400 0.0400 0.95

 1

0.0400 0.0400 0.0400

 0.5

0.0900 0.0900 0.0900 0.8

 0.5

0.0900 0.0900 0.0900

0.3

0.4

0.3000 -0.3000 0.2

0.3000 -0.3000

0.3600 0.3600 0.3000

(－)の欄は記載不要 （単位：ha）

 ha

  0.1ha（1,000㎡）以上の場合，申請の対象

ゴルフ場（雨水を排除するための排水施設を伴うもの）

運動場その他これに類する施設（雨水を排除するための排水施設を
伴うものに限る。

ローラーその他これに類する建設機械を用いて締め固められた土地

その他土地か
らの流出雨水
量を増加させ
るおそれのあ
る行為に係る
土地

小　　　計

土地利用区分

鉄道線路（法面を有しないものに限る。）

鉄道線路（法面を有するものに限る。）

飛行場（法面を有しないものに限る。）

飛行場（法面を有するものに限る。）

備　　考
土　地　利　用　区　分 流出係数

②－①

宅地等の区
分同士の増
減は対象と
しない。

池　　　沼

水　　　路

た  め　池

道路（法面を有しないものに限る。）

道路（法面を有するものに限る。）

小　　　計

小　　　計

宅地等

宅　　　地

コンクリート等の不浸透性の材料により覆われた土地（法面を除
く）

コンクリート等の不浸透性の材料により覆われた法面
舗装された土

地

人工的に造成された植生に覆われた法面

④欄の合計 0.3000

小　　　計

合　　　計

林地，耕地，原野その他ローラーその他これに類する建設機械を用
いていない土地

上記に揚げる
土地以外の土

地

山　　　地

事前相談で確認すること
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■ 土地利用の判別方法

土地利用の形態 流出係数 定義 留意事項

宅

地

等

に

該

当

す

る

土

地

①宅地 0.90 宅地は、次に掲げる建物（工作物を

含む）の用に供するための土地をいう。

(A)現況において、建物の用に供してい

る土地

(B)過去において、建物の用に供して

いる土地

宅地は、建物の屋根面積のほか

に、庭等も含めた一団をもって宅地と

する。

②池沼 1.00 常時、又は一時的に水面を有する池

沼をいう。

池沼の範囲は、池沼を形成する連

続した斜面、壁面（直接流出となる

エリア）の頂上までの範囲及び貯留に

供する土提等がある場合は、それ

ら施設敷地一体を含めた範囲と

する。

③水路 1.00 常時、又は一時的に水面を有する水

路をいう。

水路の範囲は、水路を形成する連

続した斜面、壁面（直接流出となる

エリア）の頂上までの範囲とする。

④ため池 1.00 常時、又は一時的に水面を有するた

め池をいう。

ため池の範囲は、ため池を形成す

る連続した斜面、壁面（直接流出と

なるエリア）の頂上までの範囲及び貯

留に供する土提等がある場合はそれ

ら施設敷地一体を含めた範囲とす

る。

⑤道路（法面を有し

ないものに限る）

⑥道路（法面を有す

るものに限る）

・法面を有しないもの 0.90

・法面（コンクリート等の不浸透性の

材料により覆われた法面の流出係

数は 1.00、人工的に造成され植生

に覆われた法面の流出係数は 0.40  

とする。）及び法面以外の土地（流

出係数は 0.90 とする。）の面積によ

り加重平均して算出される値

一般の交通の用に供する道路をい

う。道路法（昭和２７年法律第１８０

号）に規定する道路かどうかは問わな

い。

未舗装でも、一般の交通の用に供し

ていれば道路とする。

道路の範囲は、路肩から路肩まで

の範囲のほか、歩道、植樹帯、道

路付帯施設が含まれる。

法面は区分し整理する。

⑦鉄道線路（法面を

有しないものに限

る）

⑧鉄道線路（法面を

有するものに限る）

・法面を有しないもの 0.90

・法面（コンクリート等の不浸透性の

材料により覆われた法面の流出係

数は 1.00、人工的に造成され植生

に覆われた法面の流出係数は 0.40  

とする。）及び法面以外の土地（流

出係数は 0.90 とする。）の面積によ

り加重平均して算出される値

鉄道道路とは鉄道の敷地のうち、線

路の敷地の範囲（高架の鉄道を含

む）をいう。

操車場は鉄道道路に含まれない。

法面は区分し整理する。

⑨飛行場（法面を有

しないものに限る）

⑩飛行場（法面を有

するものに限る）

・法面を有しないもの 0.90

・法面（コンクリート等の不浸透性の

材料により覆われた法面の流出係

数は 1.00、人工的に造成され植生

に覆われた法面の流出係数は 0.40  

とする。）及び法面以外の土地（流

出係数は 0.90 とする。）の面積によ

り加重平均して算出される値

飛行場は、空港・ヘリポート等（飛行

場の外に設置された航空保安施設の

敷地を含む）をいう。

法面は区分し整理する。

参考
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土地利用の形態 流出係数 定義 留意事項

舗
装
さ
れ
た
土
地

⑪コンクリート等の 0.95 コンクリート等の不浸透性の材料で

不浸透性の材料に 覆われた土地（法面は含まず）をい

より覆われた土地 う。

（法面を除く）

⑫コンクリート等の 1.00 コンクリート等の不浸透性の材料で

不浸透性の材料に 覆われた法面をいう。

より覆われた法面

そ
の
他
土
地
か
ら
の
流
出
雨
水
量
を
増
加
さ
せ
る
お
そ
れ
の
あ
る
行
為
に
係
る
土
地

⑬ゴルフ場（雨水を 0.50 ゴルフ場の敷地すべてではなく、当 「雨水を排水するための排水施設」

排除するための排 該排水施設の集水範囲の対象とな がない場合は、この区分の対象と

水施設を伴うものに る区域の土地をいう。 ならない。敷地のうち、排水施設に

限る） 集水される範囲が対象となる。

⑭運動場その他こ 0.80 運動場の敷地すべてではなく、排水 「雨水を排水するための排水施設」

れに類する施設（雨 施設の集水範囲の対象となる区域 がない場合は、この区分の対象と

水を排除するための の土地をいう。 ならない。敷地のうち、排水施設に

排水施設を伴うもの 集水される範囲が対象となる。

に限る）

⑮ローラーその他こ 0.50 建築物が建築できる程度、又は通

れに類する建設機 常車両等が容易に走行できる程度

械を用いて締め固 に締め固められた土地（排水施設

められた土地 が設置されたゴルフ場、運動場等を

除く）をいう。

施工段階で締め固められた土地

であっても、耕起が行われることに

よって通常車両等が容易に走行で

きる程度までは締め固められていな

い状態のものは、締め固められた

土地に該当しない。

上
記
に
挙
げ
る
土
地
以
外
の
土
地

⑯山地 0.30 平均勾配が１０％以上の土地（山 平均勾配の設定は、エリア内の地

地、林地、原野）をいう。 形図で一つの斜面を構成するエリ

アを設定し、次にその斜面の最大

標高と最小標高を直線で結ぶ平均

勾配を算出し、判断する。

他の区分（①～⑮，⑰，⑱）以外の

土地で、平均勾配10％以上の土地

をいう。

⑰人工的に造成さ 0.40 人工的に造成され、植生に覆われ

れ植生に覆われた た法面をいう。

法面

⑱林地、耕地、原野 0.20 平均勾配が１０％未満で、一体的に 平均勾配の設定は、エリア内の地

その他ローラーその 林、又は草地等を形成している土地 形図で一つの斜面を構成するエリ

他これに類する建設 （山地，林地，原野）をいう。 アを設定し、次にその斜面の最大

機械を用いて締め 標高と最小標高を直線で結ぶ平均

固められていない土 勾配を算出し、判断する。

地 他の区分（①～⑮，⑰，⑱）以外の

土地で、平均勾配10％未満の土地

をいう。

耕作の目的に供される土地（水田

〈灌漑中であるか否かを問わない〉

を含む）をいう。
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12

許可申請時に必要な対策施設の容量計算

許可申請図書の作成は、国土交通省の調整池容量計算システムにより出力願います。
リンク：調整池容量計算システム -国土交通省水管理・国土保全局

システムの利用方法は、
・リンク先のユーザーズマニュアル
・調整池容量計算の解説～検討フローとExcel操作～ を参照願います。
※浸透施設により対策を行う場合、透水試験の結果が必要となります。

システムの中で、降雨強度の入力が必要になります。
降雨量は都道府県毎に異なりますので、下表を参照してご入力願います。（サイトに別途リンク有）

着色部を調整池容量計算システムに貼り付け（差替え）てご利用ください。

時 分
降雨量
（mm/h）

時 分
降雨量
（mm/h）

時 分
降雨量
（mm/h）

時 分
降雨量
（mm/h）

0 0－10 2.7000 6 0－10 4.3000 12 0－10 61.1000 18 0－10 4.2000

10－20 2.7000 10－20 4.4000 10－20 34.7000 10－20 4.1000

20－30 2.7000 20－30 4.5000 20－30 25.4000 20－30 4.0000

30－40 2.7000 30－40 4.6000 30－40 20.5000 30－40 4.0000

40－50 2.8000 40－50 4.7000 40－50 17.4000 40－50 3.9000

50－60 2.8000 50－60 4.8000 50－60 15.2000 50－60 3.8000

1 0－10 2.8000 7 0－10 4.9000 13 0－10 13.6000 19 0－10 3.8000

10－20 2.9000 10－20 5.0000 10－20 12.3000 10－20 3.7000

20－30 2.9000 20－30 5.1000 20－30 11.3000 20－30 3.7000

30－40 2.9000 30－40 5.3000 30－40 10.5000 30－40 3.6000

40－50 2.9000 40－50 5.4000 40－50 9.8000 40－50 3.5000

50－60 3.0000 50－60 5.6000 50－60 9.2000 50－60 3.5000

2 0－10 3.0000 8 0－10 5.7000 14 0－10 8.7000 20 0－10 3.4000

10－20 3.0000 10－20 5.9000 10－20 8.2000 10－20 3.4000

20－30 3.1000 20－30 6.1000 20－30 7.9000 20－30 3.3000

30－40 3.1000 30－40 6.3000 30－40 7.5000 30－40 3.3000

40－50 3.2000 40－50 6.5000 40－50 7.2000 40－50 3.3000

50－60 3.2000 50－60 6.8000 50－60 6.9000 50－60 3.2000

3 0－10 3.2000 9 0－10 7.0000 15 0－10 6.6000 21 0－10 3.2000

10－20 3.3000 10－20 7.3000 10－20 6.4000 10－20 3.1000

20－30 3.3000 20－30 7.7000 20－30 6.2000 20－30 3.1000

30－40 3.4000 30－40 8.0000 30－40 6.0000 30－40 3.1000

40－50 3.4000 40－50 8.5000 40－50 5.8000 40－50 3.0000

50－60 3.5000 50－60 8.9000 50－60 5.6000 50－60 3.0000

4 0－10 3.5000 10 0－10 9.5000 16 0－10 5.5000 22 0－10 3.0000

10－20 3.6000 10－20 10.1000 10－20 5.3000 10－20 2.9000

20－30 3.6000 20－30 10.9000 20－30 5.2000 20－30 2.9000

30－40 3.7000 30－40 11.8000 30－40 5.1000 30－40 2.9000

40－50 3.7000 40－50 12.9000 40－50 4.9000 40－50 2.8000

50－60 3.8000 50－60 14.3000 50－60 4.8000 50－60 2.8000

5 0－10 3.9000 11 0－10 16.2000 17 0－10 4.7000 23 0－10 2.8000

10－20 3.9000 10－20 18.8000 10－20 4.6000 10－20 2.7000

20－30 4.0000 20－30 22.6000 20－30 4.5000 20－30 2.7000

30－40 4.1000 30－40 29.2000 30－40 4.4000 30－40 2.7000

40－50 4.1000 40－50 43.6000 40－50 4.3000 40－50 2.7000

50－60 4.2000 50－60 127.0000 50－60 4.3000 50－60 2.6000
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行為前後の土地利用面積の確認

その他必要な資料

対策容量を決定するために確認すること

1.雨水浸透阻害行為対策：調整池容量計算システムにより総合評価がOK判定

2.流域整備計画の対策量を満たすこと：開発面積 1ha以上 700m3/ha
1ha以下 500m3/ha の流出抑制

3.開発許可に伴う対策量を満たすこと：担当部署に確認願います。

これらの中で、最大の対策容量が必要対策容量となります。

許可申請時に必要な対策施設の容量計算

現況の土地利用面積と、
雨水浸透阻害行為後の土地利用面積が分かる資料をご提出下さい。
（現況の土地利用は、登記地目や航空写真等の判別資料を添付願います。）

工事工程表：
雨水浸透阻害行為に関する工事の着手完了予定日、
対策工事（貯留浸透施設設置等）の着手完了予定日は、許可申請書と整合願います。

透水試験結果：
浸透施設を設置する場合は、現地浸透試験の結果が必要となります。
浸透試験の実施箇所は浸透施設の設置予定箇所付近で1箇所以上実施すること。

委任状・同意書等：
・許可申請や着手、完了届等の手続きを代理人に委託する場合は、委任状の提出が
必要となります。
・当該行為区域において、行為者と土地所有者が異なる場合は、施工に対する同意書
が必要となります。

委任状、同意書については任意様式になりますが、事業者および相手方の押印がある
ものをご提出ください。また、押印には印鑑証明を添付願います。
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〇工事の実施

■工事着手に必要な書類

様式名 名称

別記様式第４号 雨水浸透阻害行為に関する工事着手届出書

〇申請内容に変更があった場合には、再度申請・許可が必要

ただし、工事着手予定日及び工事完了予定日の変更は届出で可。

■申請内容の変更に必要な書類

様式名 名称 明示すべき事項

別記様式第２号 雨水浸透阻害行為変更許可申請（協議）書
変更に係る事項、変更の理由、雨水浸透

阻害行為の許可の許可番号

別記様式第３号 雨水浸透阻害行為変更届出書 工事着手予定日又は工事完了予定日

〇工事完了届出書を提出

工事完了後、雨水浸透阻害行為に関する工事完了届出書を提出してください。

■工事完了に必要な書類

様式名 名称

別記様式第３ 雨水浸透阻害行為に関する工事完了届出書

〇工事完了検査を実施

工事完了検査合格後、検査済証が発行されます。

〇雨水貯留浸透施設の標識を設置

標識の設置は県が行います。
なお、設置の際に、完成した構造物等に影響を与える場合も想定されるため、標識の設置位置、時

期等については協議させてください。
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用語の定義

■ 特定都市河川

下記のいずれの要件にも該当する河川のうち、国土交通大臣又は都道府県知事が特定都市河川浸水被害対策法の

規定により区間（河川法に規定する河川の区間とは必ずしも一致しない）を限って指定する（法第2条第1項）

①都市部を流れる河川（河川法第３条第１項に規定する一級河川と二級河川をいう。以下同じ）であること

②その流域において著しい浸水被害が発生し、又はそのおそれがあること

③河道又は洪水調節ダムの整備による浸水被害の防止が市街化の進展により困難であること

■ 特定都市河川流域

特定都市河川の流域として国土交通大臣又は都道府県知事が法第３条の規定により指定

特定都市河川の流域を超えて特定都市下水道の排水区域がある場合、当該排水区域も特定都市河川流域に含まれる

（法第2条第2項）

■ 流出雨水量

地下に浸透しないで他の土地へ流出する雨水の量、合理式により算出（省令第10条第2項）

■ 浸透施設

雨水の流出抑制を目的として、雨水を地表あるいは地下の浅い所から地中に浸透させる施設

■ 貯留施設

雨水の流出抑制を目的として、雨水を一時的に貯留する施設

■ 防災調整池

貯留施設のうち、河川管理者、下水道管理者以外の者が設置するもの（法第2条第7項）

※法第９条の許可を受けて行う法第１０条第１項第３号に規定する対策工事により設置されるものを除く

なお、防災調整池は以下の全ての要件に該当しているもの

① 宅地開発等指導要綱に基づくか、又は宅地開発等指導要綱に基づかなくとも地方公共団体の指導等により設置

② 浸水被害の防止の目的をもって人工的に設置

③ 防災調整池の敷地の所有者及び管理者が、洪水調節等を目的として設置されていると認識し、管理している

■保全調整池

１００㎥以上の防災調整池のうち、法第２３条の規定により県知事が指定（法第2条第8項）

■ 雨水貯留浸透施設

浸水被害の防止を目的とする浸透施設及び貯留施設（防災調整池、保全調整池を含む）

国、地方公共団体、民間等の設置主体は問わない

（具体的には調整池、浸透ます、浸透トレンチ、浸透側溝、地下貯留浸透施設、透水性舗装が該当）
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用語の定義

■ 雨水浸透阻害行為

雨水が流出しにくい宅地等以外の土地において流出雨水量を増加させる以下の行為

① 宅地等にするために行う土地の形質の変更 （法第9条第1項の1）

② 土地の舗装（コンクリート等の不浸透性の材料により土地を覆うこと）（法第9条第1項の2）

③ ゴルフ場、運動場その他これに類する施設を新設し、又は増設する行為（法第9条第1項の3、政令第7条第1項）

※ 雨水を排除するための排水施設を伴うものに限る

④ ローラーその他これに類する建設機械を用いて土地を締め固める行為（法第9条第1項の3、政令第7条第2項）

※既に締め固められている土地において行われる行為を除く

■ 対策工事

法９条の雨水浸透阻害行為の許可に関して、雨水貯留浸透施設の設置に関する工事等により、行為区域からの

雨水浸透阻害行為による流出雨水量の増加を抑制するために申請者が自ら行う工事（法第10条第1項の3）

■ 対策施設

対策工事により設置された雨水貯留浸透施設

■ 保全工事

対策施設の機能を阻害するおそれのある行為に際して、当該機能を保全するための工事（省令第19条第3項）

■行為区域

一つの開発行為として見なすことの出来る開発区域の範囲

■雨水浸透阻害行為面積

行為区域の内、流出係数が増加する区域の面積
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Ｑ 既存施設は許可の対象か？
Ａ 指定日より前に着手している施設等は許可の対象外です。

Ｑ特定都市河川とは？
Ａ都市化の進展に伴う人口及び資産の集積、集中豪雨の増加等により、通常の
河川改修のみでは浸水被害の防止を図ることが困難となってきていることを踏ま
え、浸水被害対策の総合的に推進するために、法に基づき国土交通大臣・県知事
が指定する河川のことです。
特定都市河川に指定することにより、河川整備だけでなく、国、県、市町村、企
業等のあらゆる関係者が協働し、「流域治水」を推進します。

よくある質問

Ｑ 許可を取得するためには、まずどうしたら良いか？
Ａ まず、窓口の河川課計画グループまで、電話連絡のうえ事前相談ください。
事前相談に必要な資料は茨城県河川課ホームページを確認ください。

Ｑ 許可の申請はどこにすればいいのか？
Ａ 雨水浸透阻害行為の許可に関する申請窓口については、茨城県河川課計画グ
ループとなっております。詳しくは茨城県河川課ホームページをご確認ください。

Ｑ 既に着手している行為も許可が必要となるか？
Ａ 法第3条の規定に基づく特定都市河川及び特定都市河川流域の指定時点におい
て、次のいずれかに該当する行為は、許可を要しません。

1.既に工事に着手している行為
2.都市計画法（昭和43 年法律第100 号）第29 条に規定する開発行為の許可を
要する行為で、既に当該許可を受けているもの

3.事業採択されている等、既に事業化されている行為
4.都市計画事業、土地区画整理事業、市街地再開発事業として行う行為で、既
に当該事業の施行に係る認可を受けているもの

Ｑ 工事着工はどう判断するのか？
Ａ 原則、土地の改変に係る工事に着手している場合を言いますが、他の法令等
による許可に係る着手届が提出されている場合、その届け出で判断します。

Ｑ 都市計画法の開発許可とどう違うのか？
Ａ 都市計画法第29条の開発許可は、建築物を伴う土地の形質の変更に許可を要
しますが、特定都市河川浸水被害対策法に基づく雨水浸透阻害行為許可は、土地
の浸透能力を阻害する行為に許可を要するもので、建物を伴わない駐車場にする
ための舗装や、ローラー等で締め固めるだけの行為も許可が必要です。
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Ｑ 1,000平方メートル 以上のエリアを複数年（1,000平方メートル 未満）に分割
して工事する場合は対象外となるか？（許可の申請単位）
Ａ 長期にわたり雨水浸透阻害行為を伴う事業が実施される場合、全体の行為面積
が1,000平方メートル以上となる場合には、許可の対象となります。

Ｑ 開発区域に宅地と畑が混在している状況だが、全体の開発面積が1,000平方
メートルで雨水浸透阻害行為の許可が必要か？
Ａ 宅地等から宅地等、舗装された土地から宅地等にする部分は雨水浸透阻害行為
には該当しません。耕地から宅地等など雨水浸透阻害行為に該当する区域の合計が
1,000平方メートル以上かどうかで申請時に判断します。

Ｑ 雨水浸透阻害行為の内容が申請・許可後に変更となった場合はどうすればよい
か
Ａ 雨水浸透阻害行為の内容が変更となる場合は、変更の許可申請（協議）が必要
となります。

よくある質問

Ｑ 雨水浸透阻害行為面積は、事業等を行う全体面積と違うのか？
Ａ 事業等を行う面積に、既に宅地等が含まれている場合、その部分は雨水浸透阻
害行為面積には含まれません。

Ｑ 畑を宅地にしたいが、畑が宅地並みの課税をされていれば宅地と判断してよい
か？
Ａ 土地利用の判断は現況の土地利用状況で判断します。地目や課税の状況は現況
で判断しにくい場合の参考とします。

Ｑ 許可の取得に必要な対策とは？
Ａ 法で求める必要最小限の対策として、行為後（事業等行った）の流出雨水量の
最大値が、行為前（現状）の流出雨水量の最大値を超えないよう、流出を抑制する
対策（雨水貯留浸透施設の設置）を行っていただくものです。

Ｑ これまでの都市計画法第29条の開発許可や宅地造成等規制法第8条宅地造成に
関する工事の許可等とは別に申請や対策が必要なのか？
Ａ 別に申請が必要です。
ただし、雨水貯留浸透施設の設置について、計算はそれぞれ必要（各基準を満足す
る対策規模が必要）ですが、施設としては両者の目的を兼ねることが可能です。共
通する申請図面等も併用は可能です。
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よくある質問

Ｑ 雨水浸透阻害行為の対策工事とは？
Ａ 雨水貯留浸透施設（地下貯留施設、透水性舗装、浸透トレンチ、浸透ます 
等）を設置する工事です。

Ｑ 対策工事（雨水貯留浸透施設）には、どのようなものがあるのか？
Ａ 貯留施設には、公園や駐車場などの地表面に貯留するタイプと、建物の地下に
貯留するタイプがあります。貯留した雨水をポンプで汲み上げて散水等の雑用水と
して利用することも考えられます。
浸透施設には、浸透ますや浸透トレンチ、透水性の舗装などのタイプがあり、浸水
被害を防止・軽減するとともに、地下水の涵養にも効果があります。
なお、浸透施設と貯留施設を組み合わせて、1つの対策工事として実施することも
可能です。

Ｑ 何を基準に対策工事の規模等を検討するのか？
Ａ 基準降雨を定めています。基準降雨が生じた場合について、雨水浸透阻害行為
後の流出雨水量の最大値を行為前の値まで抑制する検討を行うことになります。

Ｑ 雨水貯留浸透施設の維持管理は誰が行うのか？
Ａ 施設の機能の保全を図ることが可能となるよう、施設の所有者または管理者が
適切に維持管理を行うことになります。

Ｑ 宅地やその他の土地の形態はどのように判断するのか？
Ａ 登記簿に記載された地目、現地写真、航空写真等により判断します。

Ｑ 他法令（都市計画法等）の開発許可申請は不要になるか？
Ａ 他法令と特定都市河川浸水被害対策法の双方が該当する地域においては、それ
ぞれ許可申請が必要となります。

Ｑ 許可手数料は必要か？
Ａ 必要ありません。
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